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費用便益分析による現場計測システムの導入効果の研究
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In recent years, Observational Construction System(OCS)Supported by monitoring

and data processing system has increased importance for construction management The

purpose of OCS is to ensure safety and quality control and further to find out the opti―

mum construction method by promptly feeding back the results of measurement to de

sign ln spite of the importance of the method, there are few evaluation method for

OCS because of the difficulty in analyzing the effect of the system

The aim of this study is to take up the method of quantifying the effects of the use of

the OCS from a view point of prompt alteration of construction method by monitoring

and processing data This paper discusses the characteristic of OCS and the method of

quantifying such effects by cost―benefit analysis  Finally, this paper also shows the

availability of the proposed method through the application for actual NATM works

Keν
"ο
rds:ο bseゅ α

`jο

πα′cο
"s″
πctjOπ ッ s`em, 9Zα π

't″

jπg ttCt Cο S卜 ιοπ″り

`α "α
JysJs,

N4劉 ソ

1.は じ め に

わが国は地形や地盤が複雑であるため,諸 外国に比べ

て土木構造物の施工管理にあたって注意すべきことは多

い。しかも近年では,土 木構造物が巨大化してきている

こと,お よび都市部やウォーターフロントにおける工事

が多くなっていることにより,輻 軽した条件下における

施工が多くなっている.

このためより厳密な施工管理が要求されており,施 工

状態をリアルタイムに把握し施工を進めていく情報化施

工が,一 般的となりつつある。そして,情 報化施工の重

要な要素である現場計測システムも,安 全管理や品質管

理を行ううえで不可欠のものとなっている.

このような現場計測においては,計 測精度や計測頻度

などの面において,よ り正確かつ精密な計測が要求され

ており,計 測機器やパソコンの進歩により,現 場計測シ
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ステムは急激に発展してきた。

この一方,施 工対象が複雑になるにつれ,計 測対象も

多岐にわたるようになり,必 ずしも最適な現場計測シス

テムが導入されていないことも多い.

この最適な現場計測システムとは,第 一に工種の特徴

に合わせて適切な計測対象を選定し,最 適な計測機器の

配置により最適な計測頻度で行われるものであること,

第二に現場計測システムの導入が,工 事の安全 ・施工管

理のうえでも,工 事の費用の面からも効果的なものであ

ることである。このうち前者については,工 種ごとに各

学協会や企業者の指針などにより種々の考え方が示され

ているが ),後者の現場計測システムの導入効果につい

ては,重 要であるにもかかわらず,十 分な検討がなされ

ていない.

そこで本研究では,現 場計測システムを導入すること

による効果についての考え方を整理し,計 測効果の算出

方法を明らかにするとともに,実 際の工事例について分

析を行うことにより,算 出方法の有効性を明らかにする

ことを目的としている。

なお本研究は,土 木学会建設マネジメント委員会マネ

ジメント技術小委員会計測情報分科会における計測効果

ワーキンググループにおいて検討された内容を整理した

ものである.



図-1 設計・施工における現場計測システムの役割

2.現 場計測システムの内容 と特徴

(1)現 場計測システムの内容

現場計測システムとは,構 造物および構造物周辺の状

態を計測し,計 測結果の分析を行い,管 理基準値に照ら

し合わせて施工時の安全の確認と品質の確保をするとと

もに,設 計や施工計画段階で不明確だった事実が明らか

になった場合には,速 やかに設計ないし施工計画に反映

させることで,経 済的 ・技術的に適した工法を採用する

目的をもっている (図-1参 照).

このため単に計沢1を行うだけでなく,計 測結果の分析

と,分析結果の設計や施工計画への反映が重要であるが,

近年に至るまで計測技術に比較して分析技術が遅れがち

であり,結 果として現場計測システムが有効に機能して

いなかった面も多くみられた.

しかしながら,大 規模掘削や複雑な地盤条件下での工

事が多くなることで,高 度な現場計測システムが要求さ

れるとともに,分 析技術も著しく進歩し,い わゆる情報

化施工が実現している.

(2)現 場計測システムの実態

現場計浪1システムの費用は,工 事の高度化に伴い増加

しているが,実 態調査によれば工種にかかわらず工事費

の約 2%(工 事内容によっては,10～ 8.0%に 分布し

ている)を 占めている
2).これは,土 木工事の原価管理

のうえでも無視できない値である.

しかしながら,一 部の工種を除いて,現 場計測システ

ムの費用が独立費目とならずに工事管理費に組み込まれ

た積算体系となることが多いため,実 際の費用が明確に

把握されていない
3).このことが,現 場計測システムの

費用効果を測定する必要性が表面化しない原因の 1つで

あるとともに,施 工計画や積算においても,施 工管理の

重要性に比較して現場計測システムの重要性が認識され

ていない原因にもなっている.

(3)現 場計測システムの効果に関する従来の研究

従来からの現場計測システムの効果の解明は,次 のよ

うなアプローチに分類される.

① 計測効果の実態の把握
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図-2 現場計測システムの計演1効果の考え方

② 工事関係者の立場による計測効果の認識の把握

③ 計測目的と計測効果の相互関係

④ 現場計測システムの導入に関する意志決定

⑤ 導入した現場計測システムの費用効果の算出

①は,現 場計測システムの実態調査を通じて,計 測効

果を把握しようとするものである
4).5).②は,設 計者と

計測担当者の計測に対する意識の違いが,現 場計測シス

テムの重要性の認識の差に現われ,結 果として計測効果

の把握が共通認識とならないことに着目し,こ れらの意

識の差の解明を行おうとするものである
6).③は,あ る

計測目的により現場計測システムが導入されたとき,目

的に沿つた直接効果以外にも間接的な効果が生じること

に着目し,計 測目的と計測効果の因果関係を解明するこ

とで,計 測効果を把握しようとするものである
7).

これら①～③の考え方は,い ずれも実態の把握や定性

的な分析を主体としたもので,費 用と効果の相互関係の

説明は困難であつた.

④は,工 事計画段階で現場計測システムの導入の是非

を判断しようとするものであり,こ れについて信頼性解

析理論を用いて破壊確率等を計算し,現 場計測システム

を導入しない場合と導入した場合とで工事の費用を比較

した例め,お よび意志決定技法を用いて工事中の対策工

事の必要確率が計測を実施した場合と計測を実施しない

場合とで異なるとして,計測効果を求めた例
9)'Ю)がぁる。

⑤は,現 場計測システムを工事に導入した場合,費 用

に対する効果の面から,計 測効果を把握しようとするも

のである.こ れについては,公 表されたものがほとんど

ない.

以上のように種々の試みがあるが,こ れらの研究は初

歩的な段階を脱していないものが多く,現 場計測システ

ムの効果を示すものとしては十分とはいえない
11).

(4)現 場計測システムの効果の考え方

現場計測システムの費用に対する効果の解明 (上記の

⑤)は ,以 下の点が考えられる (図-2参 照).

① 現場計測システムの費用の大小と効果の大小の相

互関係 (図-2① )

② 工事期間と計測効果の相互関係 (図-2② )

③ 計測結果に基づく,計 測方法や施工方法の変更に

よる効果 (図-2③ )

①は,計 測効果はわずかな費用では十分に得られない
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―図-3 工程間と工事間の計測効果の考え方

が,費用をかけただけ計測効果が得られるものではない

このため計測費用の増加に対して計測効果が徐々に増加

し,さ らに計測費用が増加すると費用の増加の割合に比

較して計測効果が得られないことが考えられる.こ の結

果,仮 説として計測効果は計測費用に対して成長曲線を

描くことが考えられ,こ の傾向を分析することで効果を

解明しようとするものである.

②は,一 度現場計測システムを設置し,そ の後にシス

テムの追加がない場合,工 事が長期にわたるほど計測効

果が増加することが考えられる.この結果,仮説として,

工事が長期にわたるほど,費 用に対する効果が増加する

と考えられ,こ の傾向を分析することで効果を解明しよ

うとするものである.

③は,現 場計測を行うことで,工 事施工中での現場計

測システムの変更や,施 工方法の変更が行われることが

ある.こ のことは,計 測結果に基づく現場計測システム

の変更や施工方法の変更を,計 沢1効果と考えることがで

きる。この傾向を分析することで,計 測効果を解明しよ

うとするものである。

(5)対 象とする工事数と工程数の考え方

計測効果の分析は,対象とする工事と工程の数により,

以下の分類が可能である (図-3参 照).

① lつ の工事の 1つの工程に着目する場合

② lつ の工事の複数の工程に着目する場合

③ 複数の工事の複数の工程に着目する場合

①は,計 測効果をあくまでも当該工事の当該工程に限

定して考えようとするものである.

②は,対 象を現在の工事に限定し,現 工程が事前の工

程の計測結果を利用していたり,事 後の工程への反映を

考慮して計測が実施されている場合である.

③は,現 在の工事が,過 去の類似工事の計測結果を利

用していたり,将 来の類似工事への反映を考慮して計測

が実施されている場合である.

(6)計 測効果研究における本研究の位置づけ

現在までにおいて,上 記の (3)～ (5)で 示したよう

に,計 測効果の全体像を明らかにすべく種々の検討を重

ねている.
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このうち本研究は,導 入した現場計測システムの費用

効果について ((3)の ⑤),計 測方法や施工方法の変更

による効果 ((4)の ③)を ,測 定しようとするもので

ある.こ のとき,工 事と工程については,単 一工事にお

ける複数工程に着目している ((5)の ②).

3.現 場計測システムの費用便益分析

(1)計 測費用と計測効果の考え方

a)計 測費用の考え方

計測費用は,直 接費用と間接費用に分類できる.

このうち直接費用は,現 場計測システムそのものの費

用であり,計 測機器の費用や計測人件費などである。

また間接費用は,計 沢1技術の研究にかかる費用や解析

技術の蓄積にかかる費用などのうち,当 該システムが負

担すべき費用である。

これらは,以 下のように設定できる.

Cπ=Cπatt Cπ:……………………………………・(1)

ここで,Cπ :現場計測システム費用

Caα:現場計測システム費用のうちの直接費用

Cπ′:現場計測システム費用のうちの間接費用

b)計 測効果の考え方

現場計測システムの計測効果も,計 測費用と同様に,

直接効果と間接効果に分類できる.

直接効果は,計 測目的に沿つて得られる効果で,現 工

程において計測結果を反映させ,地 盤沈下の防止など品

質管理や安全管理に役立てたり,最 適な施工計画の立案

に役立てるものである (図-3① 参照).

また間接効果は,直 接効果に付随して得られる効果で

あり,設 計法の確認や技術データの蓄積などのように,

次工程以降において計測結果を利用しようとする場合の

効果である (図-3② 参照).

これらは,以 下のように設定できる.

E2=Eπ att Eπ:…………………………………… (2)

ここで,Eπ :計測効果

Eπα:直接効果

Eπ
`:間
接効果

(2)工 事費の構成と計測効果の算出

a)工 事費の構成

原価管理においては,土 木工事の費用を工種別 (例 :

準備工,仮 設工など)な いし要素別 (例 :労務費,資 材

費など)で 集計することが一般的である.

工種別原価管理の場合,先 述したように計測工が独立

して積算されることは少ないが,こ こでは簡便のために

工事費を分解し,次 式のように現場計測システムの費用

を抽出する.

C`=Cπtt C。……………………………………… (3)

C。=Cptt Catt Cた………………………:………(4)



Ct=Cπ tt Cρtt Catt Cr………………………… (5)

ここで,Cι :総工事費

Cπ

C。

Cρ

Ca

Cた

現場計測システム費用

現場計測システム以外の工事費

仮設工事費

直接工事費

工事管理費

b)工 事費の削減による計測効果の算出

現場計測システムを導入した場合と,導 入しない場合

について2つのケースを想定した場合,式 (3)を 利用

すると,以 下となる.

Cr=C第十C=… ……………………………………(6)

C9= 十C8… ……………………………………(7)

ここで, 
π:現場計沢1システムを導入した場合
°:現場計測システムを導入しない場合 (すな

わち,C鳥=0の 場合)

このとき,計 測効果が金額換算可能とすれば,計 測効

果 (E2)から現場計測システムの費用 (C景)を差し引い

たものを,現 場計測システムの導入による便益 (3)と

することができる.

よって

B=E2-C需 …………………………………………(8)

ここで,B:現 場計測システム導入による便益

となり,式 (1),(2)を 代入すると,

B=(Eπ attEπ,)一C霧 ¨ … (9)

となる.

ここで,直 接効果 (Eπα)は前工程までの計測による現

工程への影響を除いた効果であるから,前 工程と現工程

のいずれにおいても計測をしない場合の工事費用 (C,°)

と,前 工程において計測しない場合で現工程で計測する

場合の工事費用 (C:'π)の差額とすることができる (図

-3① 参照).

また間接効果 (E蔵)は,前 工程までの計測による現工

程への影響であるから,前 工程で計測をせずに現工程で

計測をする場合の工事費用 (C8'7)と,両 工程のいずれ

も計測をする場合の工事費用 (C,'7)の差額と考えられ

る (図-3② 参照).

そして式 (2)よ り,計 測効果の全体 (E2)は ,前 工

程と現工程のいずれにおいても計測をしない場合の工事

費用 (C,°)と,両 工程のいずれにおいても計測をする場

合の工事費用 (C8'2)の差額となる。

よって,効 果と便益 (3)は ,以 下の式となる。

Eπa=(C:°―C:'2)………………………………… (10)

Eπじ=(C:π―C,'π)………………………………… (11)

Eπ=(C:'°―C='2)……………………………………(12)

B=|(C:°―C=π)十(C,2-C,'2)|―C景……………(13)

ここで,

苦瀬。長谷・鈴木・指田:

q°:前工程で計測しない,現 工程で計測しない
qπ:前工程で計測しない,現 工程で計測する
7'7:前工程で計測する,現 工程で計測する

このとき,式 (4)を 参考にすると

C8'°=C=°tt C=°tt Ct°…………………………… (14)

C:'π=C,π+C'2+C?π … ぐ…………………… (15)

Cttπ=C多'πtt CF'2+Cl'π…………………………(16)

と分解でき, さらに

乙Cρd=C=°一C=π…………………………………(17)

ムCρι=C=π―Cル
π…………………………………(18)

ムC“=C=°―C,2… ……………………………………(19)

乙Cat=C,2-C『'π・…………………………………(20)

ムCたα=C:°―C?π・…………………………………(21)

乙Cれ=C:π―Cr,2・…………………………………(22)

ここで,乙C":仮 設工事費の差額による直接効果

乙Cpι

ムCad

乙Ca`

乙Cたα

4Cたι

仮設工事費の差額による間接効果

直接工事費の差額による直接効果

直接工事費の差額による間接効果

工事管理費の差額による直接効果

工事管理費の差額による間接効果

とおくと,以 下のように整理できる。

ムCp=乙C“十∠Cρι………………………………………(23)

乙Ca=ムCaじ十乙Cα:………………………………………(24)

乙Cた=4Cたα+ムCれ………・…………………・̈…………(25)

ここで,4Cρ :仮設工事費の差額による計測効果

ムCa:直接工事費の差額による計測効果

ムC～:工事管理費の差額による計測効果

よって,式 (13)の便益 (3)は,次 式に変形できる.

3=(乙Cpa+4Cρι)十(4Caじ十乙Caι)

+(乙Cたα+4Cた,)一C,

=(るCp+ムCa+4Cん)一C需……………………………(26)

すなわち,現 場計測システムによる便益 0)は ,前

工程 。現工程の両方で計測しない場合と両方で計測する

場合の,各 工事費の差額を合計した値から,現 場計測シ

ステムの費用を差し引いたものとしても表現できる.

(3)費 用便益分析の考え方

システムの投入費用に対する効果は,シ ステムの費用

(C)とシステムがもたらす便益 (3)を比較し,便 益費用

比 0/C)な いし純便益 (3-C)を 求めることで算出で

きる2).

よって,式 (26)より現場計測システムの便益費用比

(3/C)は ,

ωa=    … … 切

となり,同 様に純便益 (B一C)は ,

(3-C)=(∠C +́∠Cα+4Cん)-2C,… …………(28)

となる.
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4.NAttM計 測における費用便益分析の適用

(1)工 事概要と計測内容

ケーススタディを行ったトンネルエ事は,内 空断面約

90m2で ,延 長 1 01l mの道路 トンネルであり,昭 和 58

～61年にかけて施工された。

この工事の計測標準断面の概要は図-4の とおりであ

り,計 測項目はその必要度に応じて,計 測Aと 計測Bに

分類し,計 測を実施した (表-1参 照).

建設地点は,断 層破砕帯の影響を受けて地層の走行 ・

傾斜が一定せず,地 質構造の攪乱の激しい地域である。

岩質は,砂 岩 ・泥岩 ・頁岩の互層であるが,断 層の影響

で破砕 ・脆弱化が激しい。また地下水を伴うと泥岩と頁

E。

計 測 項 目 記  号

内 空 変 位 測 定 H!,H2,Dl,D2

天 端 沈 下 測 定

0ックホ
‐

“

卜軸力測定 Ml～ M5

地 中 変 位 測 定 E,～ E5

覆 工 応 力 測 定 Tl～ T2

支 保 工 応 力 測 定 □

図-4 NATM掘 削における計測標準断面図

表-l NATM掘 削における計測目的と計測項目
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岩は泥ねい化し,未固結な砂岩は流出する傾向があった。

このため,NATM掘 削は計測結果に応じて,図 -5

に示すように3段階に分けて施工された (図‐ 参照).

なお,本 トンネルの内空変位は平均 100 mmと大きく,

場所によっては300 mmを超える値が観測された.

(2)計 測効果の算出方法

a)計 測費用の算出

先述したように計測費用には直接費用と間接費用があ

るが,間 接費用は金額換算しにくいので,こ こでは,直

接費用のみを考慮する.

すなわち,式 (1)に おいて Cπt=oと して,

Cπ=Cπα

と仮定する.

このとき,直 接費用としては,

1段階 上・下半同時進行の上半先進ショートベンチ施工

3段階 上・下半交互fI進施工

切羽で吹付コンクリートニよるインバートを施工……上・下半

図-5 NATM掘 削における施エパターン

表-2 NATM計 測 Bの 費用 (仮想11価)

計 測 項 目 単 価

地中変位測定Aメ 1 310, 000円 /断面

地中変位測定 B※ 1 200, 000円 /断面

覆工応力測定 1, 050, 000円 /断 面

支保工応力測定 900, 000円 /断 面

地山試料試験 140, 000円 /回

※ 地中変位測定Aと Bは ,岩 盤区分に合わせ

センサの数を変更したものである

表-3 NATM計 測 Aの 測定人件費 (仮想単価)

項    目 単 価

技術者A 22, 000円 /方

技術者 B 1 5, 000円 /方

lヵ月当たりの費用 1, 776, 000円 /月

上・下半同時進行の上半先進ショートベンチ施工

2段階 上・下半およびインバート同時併進施工

ベンチ長
30-40m

11 nl区分 言1測項目 言十 淑1 目 的

N ハ

ネ日
M常

言1計
Jll測
A v

坑内観察調査 地質,変 状等を観察記録することにより
il淑1結果とともに設計,施 工法の確認

内空変位nl定 掘肖1方法, ロックボル ト,パ ターン,吹
き付けコンクリー ト.覆 工の時期判定

天端沈下淑1定
盤膨れ測定

ロックボル ト

引抜試験

内空変位測定の‖,1助
インバー トの要否,効 果判定

引抜耐力の確認 ロックボル トの種類.
長さの検討

ロックボルト
軸力涸1定

ロックボルトの長さ.本 数の検討および
応力の把握

N ⌒

↑詳
M細

計
計

測 測

B v

地中変位測定 周辺地111の変状,緩 み領域の把握
ロックボル トの長さの検討

覆工応力測定

羅造F寝空ぁ妻署程杏危通
および分布の

支保工応力測定
支保工にかかる応力により,支 保工の必
要性,サ イズ, ピッチの判断
土圧の大きさ,方 向,側 圧係数のIIL定

地」1試料試験 設計検討資料の採取
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図-6 ケーススタデイのトンネルの工事概要  ‐―――― トンネル掘進方向

表-4 ケーススタディのトンネルエ事の計測内容。計測費用・計測効果と費用便益

″‖I聯

岩 盤 区 分 l  v

変 形 余 裕 ■

l吹  イJ  け
コンクリート

L、ド
ヽ
r吹1l oコンタソート

によるイン′
'―
卜20颯1

絶い返 し区‖l

EIえ‖12‐ 130m D IX‖‖e=130■l CIえ‖‖2=HOm BIズ‖:12=120in施1にパターン

―‐― ― ■被り′

― 内空変イl ht(H-1)

一
変位速度

A 区 間 B 区 間 C 区 間 D 区 間 E 区 間

延   長 100m 120m 110m 130m 130m

施正方法

上下半同時併進の上半

先進ショー トベンチ

NATM工 法

・上下半およびインパー

ト同時併進の

NATM工 法

。上下半およびインバー

ト同時併進の

NATM工 法

・上下半およびインパー

ト同時併進の

NATM工 法

。上下半交互併進の

NATM工 法

計測項目

・A計 測

内空変位測定

天端沈下測定
・B計 測

地中変位測定AXlヵ 所

覆工応力測定 Xlヵ 所

・A計 測

内空変位測定

天端沈下測定
・B計 測

地中変位測定 BXl

覆工応力測定 × 1

所

所

・A計 測

内空変位測定

天端沈下測定
・B計 測

地中変位測定 BXlヵ 所

地山試料試験 Xlヵ 所

・A計 測
内空変位測定
天端沈下測定
・B計測
地中変位測定A× 2ヵ所
覆工応力測定 X3ヵ 所

・A計 測

内空変位測定

天端沈下測定
・B言十測|

地中変位測定 B×

覆工応力測定 X

所

所

計測を実施し

ない場合

予想不具合

手戻り作業

トンネルの延長の 70%に わたって内空断面が確保できない

施工全延長の 70%の 縫い返 しが必要 (全断面縫い返 し)

計

測

を

実

施

し

た

場

合

計測時の

対策工事

内容

ロックボ
ルト本数

増 し打ちロックボル ト

1-4m 136本

1-6m 526本

増 し打ちロックボル ト

インパー トの打設順序
の変更

l=6m 120本

・変形余裕量の設定 変形余裕量の設定

増 し打ちロックボル ト

1-6m 716本

変形余裕量の設定

増 し打ちロックボル ト

仮インパー トの打設

1=6m  80本

不具合 発生 した不具合 部分的に内空断面が確保できなヽ

手戻り 手戻り作業 部 分 的 な 縫 い 返 し

数量 693ぽ 5 3 6nf 129イ 7 3 9nf 7 4 nf

計測費用 (Cm m) 680万 円 758万 円 622万 円 1168万 円 802万 円

C`° °

C`° ・

C`‐ ・

6300万 円

3150万 円

3150万 円

7560万 円

3969万 円

2443万 円

6980万 円

3638万 円

881万 円

8190万 円

4177万 円

3857万 円

8190万 円

4914万 円

4887万 円

(Em`) 3150万 円

(E.1)    0万 円

(Em) 3150万 円

3591万 円

1526万 円

5117万 円

3292万 円

2757万 円

6049万 円

4013万 円

320万 円

4333万 円

3276万 円

27万 円

3303万 円

(B/C)  3 63

(BC) 1790万 円

5 75

3601万 円

8 73

4805万 円

2   7 1

1997万 円

3   1 2

1699万 円
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① 計測機器および設置の費用

② 計測人件費 (データ整理,単 純な解析を含む)

③ その他の費用 (特殊解析に関する費用等)

が考えられ,① については計沢lBの 費用 (表-2参 照)

を計上し,② については計測人件費および計沢lAの 費

用 (表-3参 照)を 計上する。また③は考慮しない.

これにより,各 施工区間における計測費用は,表 -4

の C,と なる.

b)計 測効果の算出

先述したように計測効果は,仮 設工事費 (CJ,直 接工

事費 (CJ,工 事管理費 (Cん)などの費目別に計上するこ

とができる。このとき計測に伴う仮設工事費や工事管理

費の増分は,計 測費用に計上しているので,そ の他の仮

設工事費は計測の有無にかかわらず等しいと仮定し,ま

た工事管理費も同様に仮定し,式 を変形する.

すなわち,式 (14)～(16)において

C:'°=C:π=C′'7

C:'°=C兒'2=C7'2

として,式 (23),(25)|ま,

ムCp=0, ムCた=0

となり,式 (26)の便益 (3)は ,次 式に変形できる.

B=ム Cα―C易

=ム Cαα十ムCこぅ一CZ

=(C)°一C=a)十(C=π―C8'2)一C景………………(29)

よって,直 接効果 (E2d)と間接効果 (E2),お よび全

体効果 (Eπ)は,式 (10)～(12)よ り以下となる.

Eπa=C3'°―C32… ……………………………… (30)

E2,=C:π―CF'π………………………………………(31)

Eπ=Eπd+Eπ
`=C8'°
―CF'π…………………… (32)

以上に基づき,計 測効果を次の手順で算出する.

① C=°の算出

② C=π の算出

③ C》
πの算出

④ E2.Ett Eπ など計測効果の算出

①では,現 場計測システムを導入しなかった場合の直

接工事費 (C8'°)を算出する.そ の際,地 山の崩壊による

工事停止や人身事故は考慮せず, トンネル総延長の70

%の 区間で縫い返しの手戻り作業が発生したものとす

る.

②では,前 工程で計沢」が行われておらず,現 工程で計

測を行った場合の直接工事費 (Cg,π)を算出する。その

際,前 工程がなく現工程で計測を行ったA区 間の単位施

工長当たりの工事費に,岩 盤区分による地山の種別に応

じた係数 (岩盤区分Ⅲは10,Ⅳ は105,Vは 1.2)を

乗じた値を工事費とする.

③では,実 際に現場計測システムを導入し,計 測を行

いながら施工した場合の直接工事費 (C『'2)を算出する.
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④では,以 上を式 (30),(31)に 代入し,直 接効果

(Eπa)と間接効果 (Eπι)を算出し,次 に式 (32)よ り全

体の計測効果 (E2)を算出する (表-4参 照).

なお直接工事費の算出にあたっては,表 -5の 施工単

価 (本論文における仮想単価)を 用い,計 沢1の有無にか

かわらず一定と考えられる工事費 (例 :手戻り工事の生

じない掘削工事費など)を 削除している.

C)費 用便益分析

便益費用比 (3/C)は ,式 (27)と式 (29)よ り

膨0=≦が1=鱚 已
=     … …田

となり,こ れと同様に,純 便益 (B一C)は ,

(3-C)=ム Ca-2C第

=ムCaα十∠Ca,-2C%

=(C8°―C=π)+(C,π一Cg,7)_2C協・……(34)

と変形できる。

(3)分 析 結 果

a)単 一工程に着目した費用便益分析

実際の NATM工 事に費用便益分析を行ったところ,

各施工区間の便益費用費 (3/C)は ,表 -4に 示される

ようにすべて10以 _Lであり,計 測効果が認められた.

b)複 数工程に着目した場合の費用便益分析

各施工区間の便益費用比 (3/C)を施工順にみると,

A,B,C区 間の順に大きくなっている。このとき,直

接効果 (EπJに は大差がないことから,便 益費用比が大

きくなった理由は,間 接効果 (Eπじ)が大きくなったため

である。この間接効果は,B,C区 間の対策工に前区間

の技術ノウハウが含まれていることを意味する。すなわ

ちA区 間の技術ノウハウがB区間の施工に反映され,B

区間のそれがC区 間に反映されたものである。

一方D区 間においては,便 益費用比 (3/C)が最も小

表-5 施工速度および施工単価 (仮想単価)

項 目 施工速度および施工単価

平均掘肖1速度 40m/月

ロックボル ト 1-4m 10, 900円 /本

ロックボルト 1-6m 13, 200円 /本

インバー トコンクリー ト打設順序変更費用 5 000, 000円 /式

変形余裕量10cmの場合に発生する余掘り費用 20, 000円 /m

変形余裕量10cmの場合に発生する余吹きコンクリート費用 21, 000円 /m

変形余裕量20cmの場合に発生する余掘り費用 40, 000円 /m

変形余裕量20cmの場合に発生する余吹きコンクリート費用 42. 000円 /m

仮インバー ト打設費用 275, 000円 /m

全断面縫い返 し費用 900, 000円 /m

部分的縫い返 し費用 33, 300円 /ポ



240

さいが,こ れは図-6に 示すように,こ の区間の内空変

位が他の区間に比較してきわめて大きく,A,B,C区

間の技術ノウハウに基づく間接効果 (Eπ)が小さいこと

による。また,純 便益 0-C)で はE区 間が最も小さく

なっているが,こ れは図-6に 示すように岩盤区分がV

と地山が悪く,D区 間と同様に前区間の技術ノウハウに

基づく間接効果 (E滋)が小さいことによる.

以上のように,施 工条件が類似している場合に間接効

果が大きくなり,類 似していない場合には間接効果が小

さくなっている.

(4)考   察

3.で提示した計測効果の算出方法をNATMェ 事に適

用した結果,各 工程 (各施工区間)ご とに直接効果と間

接効果が明らかになった.特 に類似した地山の状態にお

いては,前 工程の計測結果に基づく現工程の間接効果が

算出できることが明らかになった。

以上のことから,提 示した費用便益分析による計測効

果の算出方法は,工 事の実態を表現できる可能性を示し

ており,他 の工事への適用例を増すことで,実 用化に近

づくものと考えられる。

5.お わ り に

本研究は,現 場計測システムの導入効果の測定方法を

明らかにすることを目的として,現 場計測システムの役

割と特徴,お よび現場計測システムの費用と効果につい

て分析を行ってきた.

この結果,

① 現場計沢1システムの計測効果に関する考え方の整

理と計測効果の解明の方法

② 費用便益分析に基づく計測効果の算出方法

③ ケーススタディによる算出方法の有効性

が明らかになった.

先述 (2.)し たように,現 場計測システムの効果の解

明には種々の方法があり,こ こで示した考え方はそのう

ちの一部にすぎない。よって他の考え方も含め,今 後と

苦瀬 ・長谷 ・鈴木 。指田 :

も計測効果の全体 を解明するために研究を進めていく予

定である.

なお本研究 は,当 初述べたように,土 木学会建設マネ

ジメン ト委員会における研究活動の一環として進められ

てきたものである.研 究の機会を与えて頂いた建設マネ

ジメン ト委員会の委員各位に,感 謝の意を表す次第であ

る。
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